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背景・目的
近年，柱 RC 梁 S 構造においても構造物のシステム化のニーズが高まり，柱や柱梁接合部をプレキャスト化する動きがある．

梁貫通形式の RCS 構造では，柱梁接合部を帯筋で補強する帯筋タイプと，柱梁接合部をふさぎ板で覆い帯筋を設置しないふさぎ
板タイプがあるが，柱梁接合部と柱を一体でプレキャスト化する場合は，製造の都合から帯筋タイプに優位性がある．また，プ
レキャスト化にあたり，部材断面を縮小することは製作および運搬コストの低減に繋がるが，日本建築学会『鉄筋コンクリート柱・
鉄骨梁混合構造設計指針（2021）』では，コンクリートの設計基準強度の上限は 60N/mm2，鉄筋の基準強度の上限は SD490 と定
められているため，設計可能な断面サイズには限りがある．そこで，筆者らは AIJ 指針の範囲を超える高強度材料に対応した RCS
構造の開発のための実験を実施した .

概要
筆者らは，接合部形状と先行する破壊モードをパラメータとした 7体の試験体（十字形 3体，ト形 2体，T形 1体および L形 1体）

を対象に，終局耐力や破壊性状を確認する静的載荷試験を実施した．試験体の縮尺は実大の 1/2 とし，プレキャスト化を模擬し
て上下柱と柱梁接合部を個別に打設した．実験の結果，各試験体の最大耐力と計算値の比較や変形成分割合および柱主筋のひず
み分布の分析により，高強度材料を用いた場合であっても各試験体の終局時の接合部せん断耐力，接合部支圧耐力および柱と梁
の曲げ耐力は既往の算定式により概ね評価できることを確認した .

結論
学会規準の範囲を超える高強度材料に対応した梁貫通形式の帯筋タイプ RCS 構造の開発のため，接合部形状と破壊モードの異

なる 7体の試験体を対象に，終局耐力や破壊性状を確認する静的載荷試験を実施し，以下の知見を得た．
1．�接合部コンクリートにFc80 を用いた試験体の終局時における接合部せん断耐力および接合部支圧耐力が既往のAIJ 指針式によ
り算定した計算値を上回ることを確認した．

2．�柱や柱梁接合部に AIJ 指針の適用範囲を超える高強度材料を用いた試験体の梁曲げ耐力は，梁端部の全塑性モーメントにより
評価できることを確認した．

3．�Fc60 や SD490 を用いた最上階 T形接合部では，接合部コンクリートの損傷により危険断面位置が柱端面から若干接合部側に
進展し，柱の可撓長さが変化している可能性がある．
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表 1　cQmax と cQcal の比較（HRCS01,04）

試験体名
接合部 
形状

破壊モード
cQmax 

［kN］

cQcal

［kN］
cQmax / cQcal

HRCS01 十字形
接合部せん断

428 290 1.48
HRCS04 ト形 317 236 1.35
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（（11行行空空けけるる））  

背背景景・・目目的的（（和和文文））  

 近年，柱RC梁S構造においても構造物のシステム化のニーズが高まり，柱や柱梁接合部をプレキャスト化する動きがある．

梁貫通形式のRCS構造では，柱梁接合部を帯筋で補強する帯筋タイプと，柱梁接合部をふさぎ板で覆い帯筋を設置しないふさ

ぎ板タイプがあるが，柱梁接合部と柱を一体でプレキャスト化する場合は，製造の都合から帯筋タイプに優位性がある．また，

プレキャスト化にあたり，部材断面を縮小することは製作および運搬コストの低減に繋がるが，日本建築学会『鉄筋コンクリ

ート柱・鉄骨梁混合構造設計指針（2021）』では，コンクリートの設計基準強度の上限は60N/mm2，鉄筋の基準強度の上限はSD490

と定められているため，設計可能な断面サイズには限りがある．そこで，筆者らはAIJ指針の範囲を超える高強度材料に対応

したRCS構造の開発のための実験を実施した. 

（（11行行空空けけるる））  

概概要要（（和和文文））  

 筆者らは,接合部形状と先行する破壊モードをパラメータとした7体の試験体（十字形3体，ト形2体，T形1体およびL形

1体）を対象に，終局耐力や破壊性状を確認する静的載荷試験を実施した．試験体の縮尺は実大の1/2とし, プレキャスト化

を模擬して上下柱と柱梁接合部を個別に打設した．実験の結果,各試験体の最大耐力と計算値の比較や変形成分割合および柱

主筋のひずみ分布の分析により,高強度材料を用いた場合であっても各試験体の終局時の接合部せん断耐力,接合部支圧耐力

および柱と梁の曲げ耐力は既往の算定式により概ね評価できることを確認した. 

（（11行行空空けけるる））  

結結論論（（和和文文））  

 学会規準の範囲を超える高強度材料に対応した梁貫通形式の帯筋タイプRCS構造の開発のため，接合部形状と破壊モードの

異なる7体の試験体を対象に，終局耐力や破壊性状を確認する静的載荷試験を実施し，以下の知見を得た． 

1. 接合部コンクリートにFc80を用いた試験体の終局時における接合部せん断耐力および接合部支圧耐力が既往のAIJ指針

式により算定した計算値を上回ることを確認した． 

2. 柱や柱梁接合部に AIJ指針の適用範囲を超える高強度材料を用いた試験体の梁曲げ耐力は，梁端部の全塑性モーメント

により評価できることを確認した． 

3. Fc60やSD490を用いた最上階T形接合部では，接合部コンクリートの損傷により危険断面位置が柱端面から若干接合部

側に進展し，柱の可撓長さが変化している可能性がある． 

 

(a) HRCS01[十字形]       (d) HRCS04[ト形] 

図3 層せん断力（cQ）－層間変形角（R）関係 
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表4 cQmaxと cQcalの比較（HRCS01,04） 

試験体名 接合部形状 破壊モード cQmax [kN] cQcal [kN] cQmax / cQcal 

HRCS01 十字形 
接合部せん断 

428 290 1.48 

HRCS04 ト形 317 236 1.35 

 

(a) HRCS01[十字形]         (b) HRCS04[ト形] 

図4 変形成分割合の推移（HRCS01,04） 
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図 1　層せん断力（cQ）－層間変形角（R）関係
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表4 cQmaxと cQcalの比較（HRCS01,04） 

試験体名 接合部形状 破壊モード cQmax [kN] cQcal [kN] cQmax / cQcal 

HRCS01 十字形 
接合部せん断 

428 290 1.48 

HRCS04 ト形 317 236 1.35 

 

 

(a) HRCS01[十字形]           (b) HRCS04[ト形] 

図4 変形成分割合の推移（HRCS01,04） 

 
めと推測される．cQcalに対するcQmaxの余裕度は1.35となっており，

cQmaxが既往のAIJ 指針式にFc80 を適用して算出した cQcalを上回る

ことを確認したが，履歴ループの形状からもHRCS04 は梁の曲げ変

形が支配的であったと考えられる． 
3.3 接合部支圧破壊耐力について 

 先行する破壊モードを柱梁接合部の支圧破壊で計画した

HRCS02,05 の最大耐力の cQmaxと cQcalの比較を表 5，変形成分割合

の推移を図5に示す．HRCS02,05 は，ともに試験体が大きな耐力低

下を生じるR=±15,20×10-3rad を境に接合部の変形割合も増大してお

り，加力の終盤では50％以上を接合部の変形が占めている．cQcalに

対する cQmaxの余裕度は，HRCS02 では1.12，HRCS05 では2.01と，

ともに cQmaxが既往のAIJ指針式にFc80を適用して算出した cQcalを

上回ることを確認したが，両試験体の余裕度には大きな差が生じた．

両試験体の支圧による接合部周りの圧壊状況を写真1に示す．耐力

余裕度と同様に同じRにおける圧壊状況にも差が見られた．これは，

両試験体ともに接合部コンクリートの Fcは 80N/mm2であるが，接

合部ディテールの違いから，梁フランジによって支圧される柱側の

FcがHRCS02 では60 N/mm2，HRCS05 では80 N/mm2となっている

ことに起因すると考えられる．AIJ 指針式では，柱と接合部のコン

クリート強度が異なる場合を考慮していないため，内部パネルの支

圧耐力 iMBを算定する際には接合部コンクリートのFcを用いる．し

かしながら，本実験においてはコンクリートに顕著な圧壊が生じる

箇所としては梁フランジの外側に位置する柱側であったため，柱と

接合部に打ち継ぎ等が存在して Fc に差がある場合には，低強度側

のコンクリートに対して iMBを評価する必要があると考えられる． 
3.4 柱の曲げ耐力について 

先行する破壊モードを柱の曲げ破壊で計画した HRCS06,07 の最

大耐力の cQmaxと cQcalの比較を表6，柱主筋ひずみ εの分布を図6に

示す．両試験体ともに柱主筋のひずみは柱端面で卓越しており，柱

頭部のパンチングシア破壊も観測されていないため，計画通り柱が

曲げ破壊したと考えられる．しかしながら，T形のHRCS06 の最大

耐力は靭性指針に示される ACI ストレスブロック法により算出し

た cQcalに達していない．接合部周辺の破壊状況を写真2に示す．ひ 

表5 cQmaxと cQcalの比較（HRCS02,05） 

試験体名 接合部形状 破壊モード cQmax [kN] cQcal [kN] cQmax / cQcal 

HRCS02 十字形 
接合部支圧 

486 462 1.12 

HRCS05 ト形 332 165 2.01 

 

 
(a) HRCS02[十字形]            (b) HRCS05[ト形] 

図5 変形成分割合の推移（HRCS02,05） 

 

  
写真1 支圧による圧壊状況（R =+30×10-3rad時） 

 
表6 cQmaxと cQcalの比較（HRCS06,07） 

試験体名 接合部形状 破壊モード cQmax [kN] cQcal [kN] cQmax / cQcal 

HRCS06 T形 
柱曲げ 

225 
231 0.97 

210※ 1.06 

HRCS07 L形 230 205 1.12 

※柱の可撓長さを1025mmから1100mmへ修正した場合の計算値． 
 

 
(a) HRCS06[T形]              (b) HRCS07[L形] 

図6 柱主筋のひずみ（ε）分布（HRCS06,07） 

 

ずみゲージによる計測は離散的であるため柱主筋のひずみ分布だ

けでは判断出来ないが，HRCS06は柱端面のコンクリートの損傷が

約75mm接合部側に進展している．これにより危険断面位置が変化

して柱の可撓長さが長くなったため，見かけの cQcalが減少した可能

性が考えられる．ここで，危険断面位置の移動量を接合部の破壊状
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